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米国地質調査所をとりまくその後の動き

米国地質調査所(USGS)を廃止しようとする米議

会の動きについては本誌1995年2月号(72頁)でお

知らせした.その後の動きについての記事がGeo-

times誌の1995年4月,5月,6月,7月号,Na-

ture誌の1995年2月23目,3月17日号などに載っ

ているので,これらをもとにその動きを追ってみよ

う.

USGSの廃止についてはクリントン大統領をは

じめ,上下院の共和･民主両党有力議員の強力な反

対がある｡それに押されて議会の多数派共和党の

rアメリカとの契約｣という公約にのっとって研究

費の大幅削減,USGSの廃止たどを推進して来た

共和党下院議長ニュｰト･ギングリッチも廃止派か

らは距離を置く態度をとるに至った.これには議会

公聴会でのUSGS所長ゴｰドン･イｰトンの活躍

も大きくあずかった.イｰトンは,USGSの廃止

はr緊急事態発生を知らせるベルを壁から撤去して

しまうようなもの…｣で,｢地震,火山,洪水,火

事,地滑べりは人間の力で止めることはできないと

しても,国としてその発生を予測し,対策を立て,

効果的に対処する能力は大きくそがれざるを得たい

だろう｣と強調した.神戸地震に比べて,ほほ同じ

ような規模のノｰス･リッジ地震(ロスアンジェル

ス)での被害が小さかった原因の少たくとも一部は

｢USGSの研究を取り入れた耐震研究の成果であ

る｣とも述べた.また彼が所長になって以来の10

ヵ月間に所内のリストラによって1130人の人員削

減などを行なったことも指摘した.ただしイｰトン

も｢研究上の興味だけに基づく研究は減らさなけれ

ぼならないだろう｣ということは認めざるを得たか

った.

幸いUSGSは今のところ廃止などという極端な

打撃は免かれることができたようである.しかし,

14カ所にあった本所･支所は4カ所に統合される

ことが計画されている.またUSGSの研究計画の

うち10が揚模を縮小することを免かれないだろう

とされている.そのほか,地質にも大いに関係のあ

るいくつかの政府研究機関が廃止されることにたり,

USGSも大幅な予算の削減を受けることになった.

事態にはまだ多少流動的た面もあるが,政府研究予

算の削減は地質関係の卒業生の就職難,学生数の減

少に直結しており,ひいては地質関係大学研究予算

の削減,一般的な科学研究の衰退と科学者の地位低

下などに導くものであることが恐れられている.

3月18目に下院を通過した予算についての大綱を

決める決議案によれば,今後5年間に研究開発予

算を実質で35%削減することになった.その結果

USGSは今後7年間に約20%の予算を削減される.

一方USBM(米国鉱物資源局)は40%以上の削減を

受けることになっている.国立海洋大気圏局

(NOんへ)は1996年度に10%以上の削減を受け,そ

の後もいくらかの削減が続く.NASAの地球関係

研究は27億ドル削減されるが,スペｰス･ステｰ

ション関係予算はそのまま据え置かれる.全米科学

財団(NSF)は1996年度は削減されるが,以後6年

間にわたっては若干増額される.以上の額はインフ

レを考慮していないので,それを考慮に入れると額

としてはもっと大きくなるであろう.最大の被害を

受けるのはニネルギｰ省(DOE)で7年間に74%の

削減を受けることになってしまった.そして将来は

廃止されることが決定している.DOEの廃止は化

石エネルギｰ関係の研究に大打撃であり,事実上エ

ネルギｰ関係の政府･民間の共同研究は廃止される

ことにたった.これは,r政府予算の赤字を2002年

までになくす…民間合杜の利益に直結する研究は民

間でやるべきであり,政府機関カミやるべきでない｣

という｢アメリカとの契約｣にある予算編成の基本

的た考え方に基づくものである.

ただし上院での審議ではエネルギｰ省が廃止リス

トから外されており,代わりに商務省の廃止が論議

されているので,以上に記したことの詳細が今後ど

うなるかははっきりしない部分もある.しかし,科

学研究一般,殊に地質関係の研究に大きな影響が出

ることは避けられたいであろう.
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